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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両のブレーキペダルのストローク値を検出する非接触式のストロークセンサと、
　前記ストロークセンサの周囲温度を求める温度決定手段と、
　前記ストロークセンサの零点補正実施時の温度に対するストロークセンサ周囲温度の変
化量と、予め設定された単位温度当たりのストローク値変化量とを用いて、ストローク値
を補正する検出値補正手段と、
　補正されたストローク値と所定の閾値とを比較して、ドライバーからの制動要求の有無
を判定する制動要求判定手段と、
　を備え、
　前記温度決定手段は、前記ストロークセンサの零点補正時から現時点までの経過時間に
基づきストロークセンサ周囲の温度変化量を推定する温度推定手段を備え、
　前記検出値補正手段は、
　　前記ストロークセンサの零点補正実施時の温度に対するストロークセンサ周囲温度の
変化量を求める上昇温度算出手段と、
　　前記上昇温度算出手段で求められた温度変化量と、前記温度推定手段で推定された温
度変化量とを比較し、小さい方の値を用いてストローク値を補正する比較手段と、
　をさらに備えることを特徴とするブレーキ制御装置。
【請求項２】
　前記温度決定手段は、車室内に設置された温度センサを有することを特徴とする請求項
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１に記載のブレーキ制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両に設けられた車輪に付与される制動力を制御するブレーキ制御装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、ＥＣＢ（Electronically Controlled Brake）システムなどのバイワイヤブ
レーキシステムでは、ブレーキペダルの踏み込みストローク量とマスタシリンダ圧とに基
づいて目標減速度を演算することが知られている。ストローク量はブレーキペダルに取り
付けられたストロークセンサにより測定される。これらのセンサは、センサ周囲の環境温
度の変化の影響を受けてその出力値が変化しうることが知られている。これを「温度ドリ
フト」という。
【０００３】
　温度ドリフトによるセンサ検出値のずれは、その検出値を利用した制御にも影響を与え
るので、適宜補正してやることが望ましい。例えば、特許文献１には、温度、湿度、磁界
などの環境変化によるブレーキ用センサの検出誤差を減少させるために、ブレーキ用セン
サの検出値の零点を補正する零点補正装置が開示されている。また、特許文献２には、ブ
レーキペダルの踏面に設けた歪みゲージセンサに対して、温度変化による出力変動を補償
することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平８－２６８２４３号公報
【特許文献２】特開２０００－９５０７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　一般に、接触式のブレーキペダルストロークセンサでは、接触による摩耗粉の発生が避
けられない。この摩耗粉は、センサ周辺の部品に侵入してその動作に影響を及ぼすことが
あり得る。そのため、ブレーキペダルとの間に摺動部分を持たない非接触式のストローク
センサが一部の車両では実装されつつある。このような方式のセンサの例は、ホールＩＣ
を搭載し、ブレーキペダルに取り付けられた磁石の移動を検出してストローク量を求める
ものである。
【０００６】
　上記のようなホールＩＣを搭載した非接触式ストロークセンサでは、接触式のセンサに
比べて温度ドリフトによる検出値のずれが顕著である。非接触式のストロークセンサでも
、特許文献１に示した技術を使用してストロークセンサ検出値のずれを零点補正で修正す
ることができる。しかしながら、零点補正が完了するまでの間は、温度変化によるずれを
含んだ検出値に基づいてブレーキ制御がなされることになるため、運転開始後にも零点補
正を頻繁に実施しない限り、ブレーキ制御の精度が低下するおそれがある。
【０００７】
　そこで、本発明は、ブレーキストロークセンサの温度ドリフトによる検出値のずれを補
正する機構を備えたブレーキ制御装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明のある態様は、ブレーキ制御装置である。この装置は、車両のブレーキペダルの
ストローク値を検出する非接触式のストロークセンサと、前記ストロークセンサの周囲温
度を求める温度決定手段と、前記ストロークセンサの零点補正実施時の温度に対するスト
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ロークセンサ周囲温度の変化量と、予め設定された単位温度当たりのストローク値変化量
とを用いて、ストローク値を補正する検出値補正手段と、補正されたストローク値と所定
の閾値とを比較して、ドライバーからの制動要求の有無を判定する制動要求判定手段と、
を備える。
【０００９】
　この態様によると、ストロークセンサの零点補正を新たに行うことなくセンサの検出値
を補正できるので、ブレーキペダルが踏まれている間などのように零点補正を実施できな
いときでも、センサ周辺温度の上昇によるセンサ検出値のずれを修正することができる。
したがって、ストローク検出値のずれに起因するブレーキの引き摺り等を予防することが
できる。非接触式ストロークセンサは、例えばホールＩＣを利用したセンサである。
【００１０】
　前記温度決定手段は、前記ストロークセンサの零点補正時から現時点までの経過時間に
基づきストロークセンサ周囲の温度変化量を推定する温度推定手段を備え、前記検出値補
正手段は、推定された温度変化量を使用してストローク値を補正してもよい。これによる
と、時間の経過につれてストロークセンサ周囲の温度が上昇することを利用して、予め設
定された温度係数を乗じることでストロークセンサ周囲の温度を推定する。このため、温
度センサ等の追加装置を設置する必要なく、温度変化によるセンサ検出値のずれを低減す
ることができる。
【００１１】
　前記検出値補正手段は、前記ストロークセンサの零点補正実施時の温度に対するストロ
ークセンサ周囲温度の変化量を求める上昇温度算出手段と、前記上昇温度算出手段で求め
られた温度変化量と、前記温度推定手段で推定された温度変化量とを比較し、小さい方の
値を用いてストローク値を補正する比較手段と、をさらに備えてもよい。これによると、
経過時間が長くなるにつれて温度推定手段で推定される温度変化量が大きくなりすぎ、ス
トローク値の補正が不正確になることを防止できる。
【００１２】
　前記検出値補正手段は、ストロークセンサ検出値を補正する代わりに、前記制動要求判
定手段における閾値を補正してもよい。ストローク量を直接補正すると、車両の状況によ
っては、減速度が変化してしまいドライバーのブレーキフィーリングを悪化させるおそれ
がある。これによると、制動途中に減速度が変化することがないので、フィーリングを悪
化させることがない。
【００１３】
　前記温度決定手段は、車室内に設置された温度センサを有してもよい。一部の車両の車
室内に既に設置されている温度センサを活用することで、コストの上昇を避けることがで
きる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、非接触式のブレーキペダルストロークセンサにおける、温度ドリフト
に起因するストローク検出値のずれを補正することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施形態に係るブレーキ制御装置を示す系統図である。
【図２】図１のＥＣＵのうち、本実施形態に係る温度ドリフト補正に関与する部分の構成
を示す機能ブロック図である。
【図３】実施の形態２に係るＥＣＵの構成を示す図である。
【図４】経過時間ｔと推定温度変化量ΔＴｅの関係を示す図である。
【図５】経過時間ｔと推定温度変化量ΔＴｅの関係を示す図である。
【図６】推定温度変化量ΔＴｅに対して上限値Ｔｔｈを設定した様子を示す図である。
【図７】実施の形態３に係るＥＣＵの構成を示す図である。
【図８】テーブルに基づき推定された推定温度Ｔｅと零点補正時からの上昇温度Ｔｕの関
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係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の一実施形態は、非接触式のブレーキペダルストロークセンサを備えた車両のブ
レーキ制御装置において、零点補正を頻繁に実施しなくてもセンサの温度ドリフトを補正
することができ、その結果ブレーキキャリパの引き摺りを防止できるブレーキ制御装置で
ある。
【００１７】
　図１は、本発明の一実施形態に係るブレーキ制御装置１０を示す系統図である。同図に
示されるブレーキ制御装置１０は、車両用の電子制御式ブレーキシステムを構成しており
、運転者によるブレーキ操作部材としてのブレーキペダル１２への操作に応じて車両の４
輪のブレーキを独立かつ最適に設定するものである。また、本実施形態に係るブレーキ制
御装置１０が搭載された車両は、４つの車輪のうちの操舵輪を操舵する図示されない操舵
装置や、これら４つの車輪のうちの駆動輪を駆動する図示されない内燃機関やモータ等の
走行駆動源等を備えるものである。
【００１８】
　制動力付与機構としてのディスクブレーキユニット２１ＦＲ，２１ＦＬ、２１ＲＲおよ
び２１ＲＬは、車両の右前輪、左前輪、右後輪、および左後輪のそれぞれに制動力を付与
する。各ディスクブレーキユニット２１ＦＲ～２１ＲＬは、それぞれブレーキディスク２
２とブレーキキャリパに内蔵されたホイールシリンダ２０ＦＲ～２０ＲＬを含む。そして
、各ホイールシリンダ２０ＦＲ～２０ＲＬは、それぞれ異なる流体通路を介してブレーキ
アクチュエータ８０に接続されている。なお以下では適宜、ホイールシリンダ２０ＦＲ～
２０ＲＬを総称して「ホイールシリンダ２０」という。
【００１９】
　ブレーキ制御装置１０においては後述の右マスタカット弁２７ＦＲおよび左マスタカッ
ト弁２７ＦＬ、増圧弁４０ＦＲ～４０ＲＬ、減圧弁４２ＦＲ～４２ＲＬ、オイルポンプ３
４、アキュムレータ５０等を含んでブレーキアクチュエータ８０が構成されている。ホイ
ールシリンダ２０にブレーキアクチュエータ８０からブレーキフルードが供給されると、
車輪と共に回転するブレーキディスク２２に摩擦部材としてのブレーキパッドが押し付け
られる。これにより、各車輪に制動力が付与される。
【００２０】
　なお、本実施形態においてはディスクブレーキユニット２１ＦＲ～２１ＲＬを用いてい
るが、例えばドラムブレーキ等のホイールシリンダ２０を含む他の制動力付与機構を用い
てもよい。あるいは、流体力により摩擦部材の押圧力を制御するのではなく、例えば電動
モータ等の電動の駆動機構を用いて摩擦部材の車輪への押圧力を制御する制動力付与機構
を用いることもできる。
【００２１】
　ブレーキペダル１２は、運転者による踏み込み操作に応じて作動液としてのブレーキフ
ルードを送り出すマスタシリンダ１４に接続されている。ブレーキペダル１２には、その
踏み込みストロークを検出するためのストロークセンサ４６が設けられている。ストロー
クセンサ４６は２系統のセンサすなわち出力系統が並列に設けられている。ストロークセ
ンサ４６のこれら２つの出力系統は、踏み込みストロークをそれぞれ独立かつ並列的に計
測して出力する。複数の出力系統を備えることにより、いずれかの出力系統が故障したと
しても踏み込みストロークを測定することができるのでフェイルセーフ性を高める上で有
効である。また複数の出力系統からの出力を加味して（例えば平均して）ストロークセン
サ４６の出力とすることにより、一般に信頼性の高い出力を得ることができる。
【００２２】
　ストロークセンサ４６は、例えば、踏み込みストロークの変動による磁場変化を電気信
号に変換して検出するホール素子を搭載する非接触形式のセンサである。この種のセンサ
は、非接触センサとしてはコストおよび信頼性に比較的優れているという点で好ましい。
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また、接触式のストロークセンサで起こるような接触による摩耗粉が発生しない。ホール
素子を検出素子とする場合には、検出された電圧値が増幅器により増幅され計測値として
出力される。各出力系統から並列的に出力された検出値は、例えばＥＣＵ２００にそれぞ
れ入力され、ＥＣＵ２００は入力された検出値を利用してストローク量を演算する。演算
されたストローク量は例えば目標減速度の演算に用いられる。なおストロークセンサ４６
は、３つ以上の出力系統を並列に備えていてもよい。
【００２３】
　マスタシリンダ１４の一方の出力ポートには、運転者によるブレーキペダル１２の操作
力に応じた反力を創出するストロークシミュレータ２４が接続されている。マスタシリン
ダ１４とストロークシミュレータ２４とを接続する流路の中途には、シミュレータカット
弁２３が設けられている。シミュレータカット弁２３は、非通電時に閉状態にあり、運転
者によるブレーキペダル１２の操作が検出された際に開状態に切り換えられる常閉型の電
磁開閉弁である。なお、シミュレータカット弁２３を設置することは必須ではなく、スト
ロークシミュレータ２４がシミュレータカット弁２３を介することなくマスタシリンダ１
４に直接接続されていてもよい。
【００２４】
　マスタシリンダ１４の一方の出力ポートには更に右前輪用のブレーキ油圧制御管１６が
接続されており、ブレーキ油圧制御管１６は、図示されない右前輪に対して制動力を付与
する右前輪用のホイールシリンダ２０ＦＲに接続されている。また、マスタシリンダ１４
の他方の出力ポートには、左前輪用のブレーキ油圧制御管１８が接続されており、ブレー
キ油圧制御管１８は、図示されない左前輪に対して制動力を付与する左前輪用のホイール
シリンダ２０ＦＬに接続されている。
【００２５】
　右前輪用のブレーキ油圧制御管１６の中途には、右マスタカット弁２７ＦＲが設けられ
ており、左前輪用のブレーキ油圧制御管１８の中途には、左マスタカット弁２７ＦＬが設
けられている。なお、以下では適宜、右マスタカット弁２７ＦＲおよび左マスタカット弁
２７ＦＬを総称して、マスタカット弁２７という。
【００２６】
　マスタカット弁２７は、ＯＮ／ＯＦＦ制御されるソレノイドおよびスプリングを有して
おり、規定の制御電流の供給を受けてソレノイドが発生させる電磁力により閉弁状態が保
証され、ソレノイドが非通電状態にある場合に開とされる常開型電磁制御弁である。開状
態とされたマスタカット弁２７は、マスタシリンダ１４と前輪側のホイールシリンダ２０
ＦＲおよび２０ＦＬとの間でブレーキフルードを双方向に流通させることができる。ソレ
ノイドに規定の制御電流が通電されてマスタカット弁２７が閉弁されるとブレーキフルー
ドの流通は遮断される。
【００２７】
　また、右前輪用のブレーキ油圧制御管１６の中途には、右前輪側のマスタシリンダ圧を
検出する右マスタ圧力センサ４８ＦＲが設けられており、左前輪用のブレーキ油圧制御管
１８の途中には、左前輪側のマスタシリンダ圧を計測する左マスタ圧力センサ４８ＦＬが
設けられている。ブレーキ制御装置１０では、運転者によってブレーキペダル１２が踏み
込まれた際、ストロークセンサ４６によりその踏み込み操作量が検出されるが、これらの
右マスタ圧力センサ４８ＦＲおよび左マスタ圧力センサ４８ＦＬによって検出されるマス
タシリンダ圧からもブレーキペダル１２の踏み込み操作力（踏力）を求めることができる
。このように、ストロークセンサ４６の故障を想定して、マスタシリンダ圧を２つの圧力
センサ４８ＦＲおよび４８ＦＬによって監視することは、フェイルセーフの観点からみて
好ましい。なお、以下では適宜、右マスタ圧力センサ４８ＦＲおよび左マスタ圧力センサ
４８ＦＬを総称して、マスタシリンダ圧センサ４８という。
【００２８】
　また、マスタシリンダ１４には、ブレーキフルードを貯留するためのリザーバタンク２
６が接続されている。リザーバタンク２６には、油圧給排管２８の一端が接続されており
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、この油圧給排管２８の他端には、モータ３２により駆動されるオイルポンプ３４の吸込
口が接続されている。オイルポンプ３４の吐出口は、高圧管３０に接続されており、この
高圧管３０には、アキュムレータ５０とリリーフバルブ５３とが接続されている。本実施
形態では、オイルポンプ３４として、モータ３２によってそれぞれ往復移動させられる２
体以上のピストン（図示せず）を備えた往復動ポンプが採用される。また、アキュムレー
タ５０としては、ブレーキフルードの圧力エネルギを窒素等の封入ガスの圧力エネルギに
変換して蓄えるものが採用される。なお、モータ３２、オイルポンプ３４、およびアキュ
ムレータ５０は、ブレーキアクチュエータ８０とは別体のパワーサプライユニットとして
構成されてブレーキアクチュエータ８０の外部に設けられていてもよい。
【００２９】
　アキュムレータ５０は、オイルポンプ３４によって例えば１４～２２ＭＰａ程度にまで
昇圧されたブレーキフルードを蓄える。また、リリーフバルブ５３の弁出口は、油圧給排
管２８に接続されており、アキュムレータ５０におけるブレーキフルードの圧力が異常に
高まって例えば２５ＭＰａ程度になると、リリーフバルブ５３が開弁し、高圧のブレーキ
フルードは油圧給排管２８へと戻される。更に、高圧管３０には、アキュムレータ５０の
出口圧力、すなわち、アキュムレータ５０におけるブレーキフルードの圧力を検出するア
キュムレータ圧センサ５１が設けられている。
【００３０】
　そして、高圧管３０は、増圧弁４０ＦＲ，４０ＦＬ，４０ＲＲ，４０ＲＬを介して右前
輪用のホイールシリンダ２０ＦＲ、左前輪用のホイールシリンダ２０ＦＬ、右後輪用のホ
イールシリンダ２０ＲＲおよび左後輪用のホイールシリンダ２０ＲＬに接続されている。
以下適宜、増圧弁４０ＦＲ～４０ＲＬを総称して「増圧弁４０」という。増圧弁４０は、
リニアソレノイドおよびスプリングを有しており、何れもソレノイドが非通電状態にある
場合に閉とされる常閉型の電磁流量制御弁（リニア弁）である。増圧弁４０は、上流側の
アキュムレータ圧と下流側のホイールシリンダ圧との差圧が当該弁を開弁させようとする
力として作用するように設置されている。増圧弁４０は、それぞれのソレノイドに供給さ
れる電流に比例して弁の開度が調整される。増圧弁４０を通じて上流圧すなわちアキュム
レータ圧が供給されホイールシリンダ２０は増圧される。
【００３１】
　また、右前輪用のホイールシリンダ２０ＦＲと左前輪用のホイールシリンダ２０ＦＬと
は、それぞれ前輪側の減圧弁４２ＦＲまたは４２ＦＬを介して油圧給排管２８に接続され
ている。減圧弁４２ＦＲおよび４２ＦＬは、必要に応じてホイールシリンダ２０ＦＲ，２
０ＦＬの減圧に利用される常閉型の電磁流量制御弁（リニア弁）である。減圧弁４２ＦＲ
および４２ＦＬは、それぞれリニアソレノイドおよびスプリングを有しており、何れもソ
レノイドが非通電状態にある場合に閉とされ、それぞれのソレノイドに供給される電流に
比例して弁の開度が調整される。減圧弁４２ＦＲおよび４２ＦＬは、上流側のホイールシ
リンダ圧と下流側のリザーバ圧（大気圧）との差圧が当該弁を開弁させようとする力とし
て作用するように設置されている。
【００３２】
　一方、右後輪用のホイールシリンダ２０ＲＲと左後輪用のホイールシリンダ２０ＲＬと
は、常開型の電磁流量制御弁である減圧弁４２ＲＲまたは４２ＲＬを介して油圧給排管２
８に接続されている。後輪側の減圧弁４２ＲＲまたは４２ＲＬは、それぞれリニアソレノ
イドおよびスプリングを有しており、何れもソレノイドが非通電状態にある場合に開とさ
れ、それぞれのソレノイドに供給される電流に比例して弁の開度が調整される。また、電
流の大きさがホイールシリンダ圧に応じて定まる所定の電流値を超えた場合には閉弁され
る。減圧弁４２ＲＲおよび４２ＲＬは、上流側のホイールシリンダ圧と下流側のリザーバ
圧（大気圧）との差圧が当該弁を開弁させようとする力として作用するように設置されて
いる。以下、適宜、減圧弁４２ＦＲ～４２ＲＬを総称して「減圧弁４２」という。
【００３３】
　また、右前輪用、左前輪用、右後輪用および左後輪用のホイールシリンダ２０ＦＲ～２
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０ＲＬ付近には、それぞれ対応するホイールシリンダ２０に作用するブレーキフルードの
圧力であるホイールシリンダ圧を検出するホイールシリンダ圧センサ４４ＦＲ，４４ＦＬ
，４４ＲＲおよび４４ＲＬが設けられている。以下、適宜、ホイールシリンダ圧センサ４
４ＦＲ～４４ＲＬを総称して「ホイールシリンダ圧センサ４４」という。
【００３４】
　ブレーキアクチュエータ８０は、本実施形態における制御部としての電子制御ユニット
（以下「ＥＣＵ」という）２００によって制御される。ブレーキＥＣＵ２００は、各種演
算処理を実行するＣＰＵ、各種制御プログラムを格納するＲＯＭ、データ格納やプログラ
ム実行のためのワークエリアとして利用されるＲＡＭ、入出力インターフェース、メモリ
等を備えるものである。
【００３５】
　図２は、図１のブレーキＥＣＵ２００のうち、本実施形態に係る温度ドリフト補正に関
与する部分の構成を示す機能ブロック図である。ここに示す各ブロックは、ハードウェア
的には、コンピュータのＣＰＵやメモリをはじめとする素子や機械装置で実現でき、ソフ
トウェア的にはコンピュータプログラム等によって実現されるが、ここでは、それらの連
携によって実現される機能ブロックとして描いている。したがって、これらの機能ブロッ
クはハードウェア、ソフトウェアの組合せによっていろいろなかたちで実現できることは
、当業者には理解されるところである。
【００３６】
　零点補正部２０６は、適切なタイミングでストロークセンサ４６の零点補正を実施する
。実施のタイミングは例えばイグニッションオン時や所定距離の走行時などであり、ブレ
ーキペダルが踏まれているときには実施しない。
【００３７】
　温度決定部２１０は、車室内の任意の場所に設置されている温度センサ９０の検出値を
受け取り、温度を求める。温度決定部２１０は、零点補正部２０６で零点補正が実施され
たときの温度をメモリに記憶する。
【００３８】
　検出値補正部２２０は、ストロークセンサ４６から検出値Ｓを受け取る。温度決定部２
１０は、現時点の温度と零点補正実施時の温度から温度変化量ΔＴを算出し、検出値補正
部２２０に渡す。検出値補正部２２０は、次式にしたがって検出値Ｓを補正する。
　　　Ｓｍ＝Ｓ－Ｃ＊ΔＴ　　　（１）
但し、Ｓｍは補正後のセンサ検出値（以下、「補正ストローク値」と呼ぶ）を表す。Ｃは
、実験などに基づき予め決定される単位温度当たりのストローク検出値変化量である。
【００３９】
　ブレーキ判定部２３０は、補正ストローク値Ｓｍと、所定の制動要求判定閾値とを比較
してドライバーからの制動要求の有無を判定する。制動要求有りと判定した場合は、所定
の計算式にしたがって目標減速度を演算し、目標減速度にしたがってブレーキアクチュエ
ータ８０の各要素を制御する。
【００４０】
　ブレーキペダルに取り付けられる一般的な接触式ストロークセンサでは、可変抵抗の抵
抗比によってストローク量を検出するので、ストロークセンサ周囲の温度が変化しても抵
抗比が変化することはなく、温度ドリフトは発生しない。これに対し、本実施形態のよう
なホール素子を利用した非接触式のストロークセンサでは、上述のように温度ドリフトが
発生し、その結果、ストローク検出値が実際よりも大きいかあるいは小さい方向にずれて
検出される。特に、ストローク検出値が実際よりも大きい方向、つまりペダルを踏む方向
にずれて検出されると、ブレーキペダルからドライバーが足を離している状態でも、ブレ
ーキ判定部により制動要求がなされていると判定されてしまい、その結果ブレーキオフ時
にブレーキキャリパの引き摺りが生じる可能性がある。
【００４１】
　この問題は、非接触式ストロークセンサの零点補正を頻繁に実施することでも解決でき
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るが、例えば車両が渋滞に巻き込まれたときのように、ブレーキペダルが長い間踏まれて
おり零点補正をしたことでブレーキ制御に影響が及ぶ状態では、零点補正を実施すること
が困難である。
【００４２】
　これに対し、以上で説明した実施の形態１によると、検出値補正部２２０がストローク
センサ周囲温度の代わりに車室内温度を用いて、ストロークセンサ４６の検出値の温度ド
リフトを補正した補正ストローク値Ｓｍを求める。これによって、零点補正が長期間でき
ない場合でも、温度ドリフトに起因するストローク値ずれによるブレーキキャリパの引き
摺りを防止できる。また、ストロークセンサ専用の温度センサを用いず、一般に高級車中
心に装備されている車室内温度センサを用いることで、コストの上昇を避けることができ
る。
【００４３】
実施の形態２．
　図３は、実施の形態２に係るＥＣＵ２００の構成を示す。実施の形態１では、車室内に
設置された温度センサを用いてストロークセンサの周囲温度を決定したが、この実施形態
では、温度センサを用いずに、零点補正完了時からの経過時間を用いてストロークセンサ
周囲温度を求める。
【００４４】
　温度決定部２４０は現在温度推定部２４４を含む。現在温度推定部２４４は、前回の零
点補正完了時から現時点までの経過時間ｔを内蔵タイマで計測し、予め設定されているス
トロークセンサ温度の時間変化率Ｄを用いてストロークセンサ周囲の温度変化量ΔＴｅを
推定する。これを式で表すと、以下のようになる。
　　　ΔＴｅ＝Ｄ＊ｔ　　　（２）
但し、Ｄは実験などで求められた定数に設定される。図４は、経過時間ｔと推定温度変化
量ΔＴｅの関係を示す。
【００４５】
　検出値補正部２２０は、推定温度変化量ΔＴｅを用い、上記式（１）にしたがって補正
ストローク値Ｓｍを計算する。
【００４６】
　上記式（２）では、経過時間ｔに対して推定温度変化量ΔＴｅが比例して上昇するもの
として記載したが、現実の環境では、例えば図５に示すように、経過時間ｔに対して温度
変化量ΔＴｅがＳ字カーブを描いて増加することが多い。そこで、現在温度推定部２４４
は、図５に示すカーブを表したテーブルを保持し、このテーブルを参照してタイマで計測
された経過時間ｔに対する推定温度変化量ΔＴｅを求めるようにしてもよい。
　あるいは、式（２）または図５のテーブルにしたがって計算される温度変化量ΔＴｅに
対して、図６に示すように上限値Ｔｔｈを設定してもよい。これにより、経過時間ｔが長
くなるにつれて温度変化量ΔＴｅが実際よりも高温に算出されるのを回避することができ
る。
【００４７】
　以上説明したように、実施の形態２によると、零点補正完了時からの経過時間を用いて
ストロークセンサ周囲での温度変化を推定し、これに基づきストロークセンサの温度ドリ
フトを補正することができる。一般に車室内温度センサは比較的安価な自動車には搭載さ
れていないが、この実施形態によればセンサの有無によらずあらゆる車両でストロークセ
ンサの温度ドリフト補正をすることができる。
【００４８】
実施の形態３．
　図７は、実施の形態３に係るブレーキＥＣＵ２００の構成を示す図である。図７におい
て、検出値補正部２５０は、上昇温度算出部２５４と比較部２５６とを含む。上昇温度算
出部２５４は、温度センサ９０から測定値を受け取り、工場等で行われるストロークセン
サの初期設定時の温度（固定値、例えば２０℃）からの上昇温度ΔＴｕを求める。比較部
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部２４０から受け取る。そして、推定温度変化量ΔＴｅと上昇温度ΔＴｕとを比較し、小
さい方の値をブレーキ判定部２３０に送る。
【００４９】
　この様子を図８に示す。図８から、経過時間ｔがある値以上になると、推定温度変化量
ΔＴｅではなく上昇温度ΔＴｕが比較部２５６で選択されることが分かる。
【００５０】
　以上説明したように、実施の形態３によると、推定温度変化量ΔＴｅに対し、上昇温度
ΔＴｕが上限値の役割を果たすので、経過時間ｔが長くなるにつれてΔＴｅが高温に算出
されるのを回避することができる。特に、車両が非常に低温または高温の環境下で走行し
ている場合には、零点補正完了時からの経過時間ｔが長くなるほど推定温度変化量ΔＴｅ
が不正確になるので、ΔＴｕを使用する方が正確な判定ができることが多い。
【００５１】
　上述の実施の形態では、ストロークセンサの検出値を補正することで温度ドリフトの影
響を軽減することを述べた。しかしながら、例えばブレーキペダルが踏まれている間にス
トロークセンサ検出値が補正されると、それに応じて目標減速度も補正されてしまうため
、ブレーキフィーリングを悪化させるおそれがある。
【００５２】
　そこで、上述の各実施の形態において、ストロークセンサ検出値を補正する前に、ブレ
ーキペダルが踏まれているか否かを判定するステップを追加してもよい。
【００５３】
　代替的に、ストロークセンサ検出値を補正する代わりに、ブレーキ判定部による制動要
求判定の閾値をストロークセンサ周囲温度に応じて補正してもよい。例えば、温度が高く
なり式（１）に示したようにストロークセンサ検出値Ｓから温度ドリフト分を減算する代
わりに、制動要求と判定するための閾値をその分高い値に設定する。言い換えると、検出
値のずれ分だけ閾値も大きく設定する。こうすれば、ブレーキペダルを踏んでいないとき
に制動要求があると判定されるのを回避することができ、したがってブレーキキャリパの
引き摺りを防止することができる。
　なお、上述の制動要求判定の閾値は、目標減速度が増加する場合と減少する場合とで異
なる値に設定されてもよい。
【００５４】
　以上、本発明をいくつかの実施の形態をもとに説明した。これらの実施の形態はあくま
で例示であり、実施の形態どうしの任意の組合せ、実施の形態の各構成要素や各処理プロ
セスの任意の組合せなどの変形例もまた、本発明の範囲にあることは当業者に理解される
ところである。
【００５５】
　本発明は、上述の各実施形態に限定されるものではなく、当業者の知識に基づいて各種
の設計変更等の変形を加えることも可能である。各図に示す構成は、一例を説明するため
のもので、同様な機能を達成できる構成であれば、適宜変更可能である。
【符号の説明】
【００５６】
　１０　ブレーキ制御装置、　１２　ブレーキペダル、　８０　ブレーキアクチュエータ
、　９０　温度センサ、　２００　ＥＣＵ、　２０６　零点補正部、　２１０　温度決定
部、　２２０　検出値補正部、　２３０　ブレーキ判定部、　２４０　温度決定部、　２
４４　現在温度推定部、　２５０　検出値補正部、　２５４　上昇温度算出部、　２５６
　比較部。
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              特開平０９－１６４９３４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０３－１９４４６９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－０９５０７５（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ６０Ｔ　　　７／１２－　８／１７６９
              Ｂ６０Ｔ　　　８／３２－　８／９２　　　　
              Ｇ１１Ｂ　　　７／００－　７／３４
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